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所有者不明土地問題に関する
今後の取り組みについて

平成３０年６月
国土交通省

資料１－１



土地所有に関する基本制度の現状と課題（土地基本法）

○ 土地基本法はバブル期の地価高騰等を背景に制定。
- 投機的取引等を抑制するため、土地についての基本理念や国等の責務、土地に関する基本的施策などを規定。
- これに基づき、地価税の創設、公的土地評価の見直し等の具体的な施策が講じられた。

○ 責務については、利用・取引にあたっての事業者・国民の責務を規定。
- 単に所有されている場合についての特段の規律は規定されていない。

○ 土地の価値が下落し、利用意向が低下する中で、土地所有に関する制度の基本となる土地基本法の見直しを検討。
- 土地が適切に管理され、利用されるために、所有者が負うべき責務について、それを担保するための方策とあわせて検討を
行い、平成３１年２月を目途に方向性をとりまとめ。

土地についての基本理念 国等の責務

土地基本法

③投機的取引の抑制 （第４条）
・土地は投機的取引の対象とされてはならない。

①土地についての公共の福祉優先 （第２条）

・土地は、公共の利害に関係する特性を有していることにかんがみ、公共の
福祉が優先されるものとする。

②適正な利用及び計画に従った利用 （第３条）
・土地は、その所在する地域の諸条件に応じて適正に利用されるものとする。
・土地は、土地利用に関する計画に従って利用されるものとする。

④価値の増加に伴う利益に応じた適切な負担 （第５条）
・土地の価値の増加に伴う利益に応じて適切な負担が求められるものとする。

③国民の責務 （第８条）
・土地の利用及び取引に当たって基本理念を尊重する責務
・国及び地方公共団体の施策に協力するよう努める責務

②事業者の責務 （第７条）
・土地の利用及び取引に当たって基本理念に従う責務
・国及び地方公共団体の施策に協力する責務

①国及び地方公共団体の責務 （第６条）
・基本理念にのっとり施策を総合的に講ずる責務
・基本理念に関する国民の理解を深める措置を講ずる責務
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地籍調査についての現状と課題（国土調査法等）

新たな加速化策
 境界確認の合理化
 効率的な調査手法 等

【調査の迅速化】

 所有者が不明な場合を含めた一筆地調査の効率化（立会い等の手

続きの合理化）

 官民境界情報の迅速な整備方策、新技術による測量の効率化

 民間測量成果等の有効活用 について検討。

【調査区域の重点化】

 災害想定地域等の優先地域での重点的実施の促進 について検討。

【地籍調査情報の利活用】

 地籍調査等の過程で得られた情報の利活用 について検討。

 地籍調査では、土地の境界を明確にするため、土地所有者等の立

会いによる筆界確認や測量作業に時間や経費を要している。

• 都市部（DID）

土地が細分化され対象筆数が多く、権利関係が複雑。

一方、民間測量成果等が多く存在するが、活用が不十分。

• 林地

高齢化等の進展により、土地所有者等の立会いが困難。

 災害想定地域等の緊急性・重要性が高い地域での調査の遅れ。

 市区町村の実施体制の整備が不十分。

 地籍調査等の過程で得られた情報の利活用が不十分。
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○ 土地の境界の明確化は、災害後の迅速な復旧・復興、社会資本整備、まちづくり、土地取引の円滑化等のため重要。

○ 現在、平成２２年に閣議決定された第６次国土調査事業十箇年計画に基づき、地籍調査を推進中。
- 地籍調査の面積ベースでの全国の進捗率は、平成２９年３月末時点で約５２％。都市部（DID）の進捗率が約２４％、
都市部以外では林地の進捗率が約４５％と低い。

○ 平成３２年度から始まる第７次国土調査事業十箇年計画の策定とあわせ、国土調査法等の見直しを検討。
- 所有者が不明な場合を含めて地籍調査を円滑かつ迅速に進めるための措置や、地籍調査等の過程で得られた情報の利活
用の促進策等について検討を行い、平成３１年２月を目途に方向性をとりまとめ。

現状 課題

第７次国土調査事業十箇年計画（平成３２年度～）に向けた現状と課題



所有者不明土地問題についての法務省の検討状況

いわゆる所有者不明土地は，現在どの程度発生しているか。

平成３０年６月１日
法務省

資料１－２



平成３０年度中の法制審議会への諮問に向け，下記の諸論点等を検討中であり，検討の方向性につき，中間
取りまとめ

登記制度・土地所有権の在り方等に関する検討について

１※変則型登記の解消については２頁，不動産登記簿を中心とした土地所有者情報を円滑に把握する仕組みについては３頁参照

土地所有権の絶対性が公共的な土地利用を妨

げているのではないか

・ 現行法上，所有権の内容は法令の制限に服すると
されており，公共の福祉優先の理念等に基づく立法
は妨げられない

・ 土地所有権の上記位置付けを，中間取りまとめに
おいて明確に確認

土地所有権の強大性

相続が生じても，登記が行われず，所有者不明
土地が多く発生

・ 相続登記の義務化の是非や登記手続の簡略化等
について，相続等が生じた場合に，これを登記に反
映させるための仕組みの構築という観点から検討を
進める

・ 不動産登記を中心とした登記簿と戸籍等との連携
により、所有者情報を円滑に把握する仕組みの検討
を進める

相続登記の義務化の是非等

・ 人口減少社会で管理不全の土地が増加

・ 遠隔地居住の相続人等が土地を管理することが
できず，環境悪化

所有権の放棄や土地の帰属先等について，土地を
手放すための仕組みの構築という観点から検討を進
めるとともに、長期間放置された土地の所有権のみな
し放棄制度について、検討を進める

所有者が一部不明である共有地は，共有者の合
意が得られず，管理や処分が困難

土地所有権の位置付けを踏まえ，相隣関係，共有，
財産管理制度等について，民事における土地利用の
円滑化を図る仕組みの構築という観点から検討を進め
る

民事における土地利用の円滑化

所有権の放棄の是非等



変則型登記の解消について

土地台帳制度下における所有者欄の氏名・住所の変則的な記載が，昭和35年以降の土地台帳と不動産登記簿との一
元化作業後も引き継がれたことにより，
不動産登記の表題部所有者（※）欄の氏名・住所が正常に記録されていない登記（変則型登記）の土地が存在

 変則型登記とは

（代表例）
①氏名のみが記録され，住所が記録され
ていない土地 例「Ａ」
②記名共有地 例「Ａ外○名」
※「○名」の氏名・住所の記録がない

③字持地 例「大字○○」

※表題部所有者とは，所有権の登記がない不動産について，登記記録の表題部に記録される所有者をいう。なお，
所有権の登記がされると，表題部所有者に関する登記事項は抹消される。

 変則型登記による具体的な支障事例
「買収予定地の登記簿において，『所有者代表者外４

名』としか記載がなくて，この所有者代表者を調べてみ
ても，所有者不明に行き着く事例があります。」(平成30
年１月19日開催の第１回所有者不明土地等対策の推進のための関
係閣僚会議における三鷹市清原市長御発言)

買収予定地の登記簿において「表題部」に所有者の住
所の記載が無く，所有者が特定できない。（所有者不明土
地問題研究会（座長：増田寛也野村総合研究所顧問）最終報告）

老朽化したため池を廃止して跡地の利用を検討したと
ころ，表題部所有者が「成羽総持」と記録され，所有者
が不明であるため，適正な土地の管理に支障（岡山県高梁
市，山陽新聞平成29年11月19日朝刊）

変則型登記を解消していく方策等を検討し，必要とな
る法制上の措置を講ずることについて，検討を進める

 解決の必要性

これまで，公共事業主体等が，自治会長や古老等から
の聞き取りや歴史的文献等の調査などの所有者調査を行
い，所有者が判明した場合に，登記申請を行って解決

今後，少子高齢化の進展や地域コミュニティの減少に
より，所有者調査がますます困難になることが確実視

★変則型登記の土
地は，歴史的経緯
により，共有地，
入会地，財産区有
地，市町村有地な
ど，その所有形態
が様々
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戸籍情報
（副本データ）

会社法人の
登記情報

現在の各種台帳の情報源である不動産登記簿を中心とした仕組みを構築

Etc..

林地台帳

農地台帳

固定資産
課税台帳

不動産の
登記情報

オ
ン
ラ
イ
ン
で
情
報
提
供

Ｉ
Ｄ
等
に
よ
る
情
報
連
携

不動産登記簿を中心とした土地所有者情報を円滑に把握する仕組み

（取組予定）
戸籍事務へのマイナンバー制度導入に伴い、戸籍の情報を他の
行政機関に提供するための仕組み（システムを含む）を整備
（H31通常国会法案提出予定）

 所有者不明土地の発生予防
 円滑な行政事務の執行
 国民の利便性の向上
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登記名義人が死亡等した場合に、相続人等からの申請がなければ、登記記録が更新されない

不動産登記における所有者情報について、最新の情報を適切に把握することが
できるようにすることが重要

【連携のイメージ】

 現状

 課題

 対応策

地方から都市部への人口流出や高齢者人口の増加による死亡者の増加により、所有者不明土地の増加が懸念

公的な土地所有者情報の中で不動産登記の情報が最も基本となる情報
しかし、登記名義人が死亡していても、相続登記等がされていないなど登記記録から直ちに土地所有者情報の把握が困難

 効果
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所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針 

  

 平成３０年６月１日 

所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議 

 

 

所有者不明土地は、相続が生じても登記がされないことなどを原因として発生し、

管理の放置による環境悪化を招くほか、公共事業の用地買収、災害の復旧・復興事

業の実施や民間の土地取引の際に、所有者の探索に多大な時間と費用を要するな

ど、国民経済にも著しい損失を生じさせている。 

 人口減少・超高齢社会が進展し、相続多発時代を迎えようとする中、所有者不明土

地等問題の解決は喫緊の課題となっている。 

このため、国会提出法案の成立後の円滑な施行を図るとともに、別添工程表のと

おり、土地所有に関する基本制度や民事基本法制の見直し等の重要課題について

は、2018 年度中に制度改正の具体的方向性を提示した上で、2020 年までに必要な

制度改正を実現する。また、変則型登記を正常な登記に改めるために必要な法制度

については、次期通常国会に法案を提出するなど、期限を区切って着実に対策を推

進する。 

 

１ 国会提出法案の円滑な施行 

第 196 回国会に提出した「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置

法案」（以下、「特措法案」という。）他関連法案の成立後、速やかに、政省令、ガイド

ラインの整備等を進め、新制度の普及啓発を図るとともに、新制度や長期相続登記

未了土地の解消事業など必要な事業推進のため、組織・定員を含めた体制の強化

や予算要求、税制改正要望を検討する。 

また、地方協議会の設置や関係団体との連携、協力を通じ、地方公共団体に対す

る助言や人的支援を実施する。 

 

２ 土地所有に関する基本制度の見直し 

土地の公共性を踏まえ、土地の管理や利用に関して所有者が負うべき責務や、そ

の責務の担保方策に関して、必要な措置の具体的な方向性を来年２月を目途にとり

まとめる。その後、関係審議会等において法改正に向けた作業を進め、2020 年に予

資料２－１

tanabe-n2fn
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定している民事基本法制の見直しとあわせて土地基本法等の見直しを行う。 

 

３ 地籍調査等の着実な実施、登記所備付地図の整備 

土地の適切な利用の基礎データとなる地籍調査に関し、一部の所有者が不明な

場合を含めて調査を円滑かつ迅速に進めるための措置や、地籍調査等の過程で得

られた情報の利活用の促進策等について、必要な措置の方向性を来年２月を目途

にとりまとめる。 

その後、法改正に向けた作業を進め、2020 年度から始まる第 7 次国土調査事業

十箇年計画の策定とあわせ、国土調査法等の見直しを行う。あわせて、地籍を明確

化するための情報基盤である登記所備付地図についても、筆界特定制度の活用等

により整備を推進する。 

 

４ 変則型登記の解消 

表題部所有者の氏名、住所が正常に記録されていない変則型登記がされている

土地は、所有者の探索の際に極めて多大な労力を要するため、用地取得や適切な

土地の管理、筆界確定の際の支障となっている。 

このため、変則型登記を正常な登記に改めるために必要な法制度の整備に向け

た作業を進め、次期通常国会へ提出するとともに、組織・定員を含め必要となる体制

を速やかに整備する。 

 

５ 登記制度・土地所有権等の在り方、相続登記の促進 

  現行法上、土地所有権の内容は法令の制限に服し、公共の福祉優先の理念に基

づく立法が妨げられるものではないことを明確にしつつ、相続等が生じた場合に、相

続登記の義務化等を含め、これを登記に反映させるための仕組みや、管理不全な

土地等について、土地を手放すことができる仕組み（所有権の放棄、その帰属先等）、

長期間放置された土地の所有権のみなし放棄の制度のほか、民事における土地利

用の円滑化を図る仕組み（相隣関係、共有、財産管理制度等）など、登記制度・土地

所有権等の在り方について検討し、来年２月を目途にこれらの仕組みの構築に向け

た具体的方向性や検討課題を幅広く提示する。 

その後、法制審議会において、法案要綱の策定に向けた作業を進め、2020 年に

予定している土地基本法等の見直しとあわせて民事基本法制の見直しを行う。 

また、法定相続情報証明制度の円滑な運用や法務局における遺言書の保管制度
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の円滑な導入に向けた体制の整備に加え、更なる相続登記に係る国民の負担軽減

を図り、相続登記の促進に取り組む。 

 

６ 所有者不明土地の円滑な利活用、土地収用の活用及び運用 

  所有者不明土地が適切に管理され、円滑に利活用が行われるよう、特措法案の施

行状況も踏まえつつ、地域福利増進事業の拡充、供託の活用、共有地の管理等を円

滑化するための更なる方策等について、建物の取り扱いや民間の再開発事業等にも

配慮しながら検討する。 

また、収用手続きの合理化・迅速化のための新制度の円滑な運用を図るとともに、

用地取得の円滑化等、公共事業の迅速な実施に向けた土地収用の的確な活用及び

運用に取り組む。 

 

７ 土地所有者情報を円滑に把握する仕組み 

不動産登記を中心にした登記簿と戸籍等の連携により、関係行政機関が土地所

有者の情報を円滑に把握できる仕組みを構築することを目指す。このため、来年、

戸籍の副本を法務局が管理する戸籍副本データ管理システムの仕組みを利用して、

特定の行政機関等に対して戸籍情報を提供するための法整備やシステムの設計、

開発等を行う。その上で、2020 年に登記簿と戸籍等を連携するために必要な制度の

整備を行う。 

こうした制度を構築するまでの間においても、自治体の協力による登記手続きの

促進や、住民基本台帳等を活用した関係機関から自治体への照会による所有者情

報の把握の取組を進め、関係機関の協力による所有者情報の把握を着実に実施す

る。また、総務省の住民基本台帳制度等のあり方に関する研究会の中間報告も踏ま

え、住民票等の除票の保存期間の延長についても引き続き検討する。 

さらに、土地に関する各台帳間の情報連携の高度化のためシステムの整備に向

けた検討を進める。 

  

８ 関連分野の専門家等との連携協力 

今後の所有者不明土地等問題への対応及び検討にあたっては、関連分野の専門

家等と地方公共団体、地域コミュニティ等との連携体制を構築しつつ、これらの意見

等を十分踏まえながら対応する。 
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